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１．障がい者雇⽤に関する課題 
  障がい者の雇用については次の課題があり、これらに着実に対応していくため「愛媛県

障がい者活躍推進計画（本計画）」を作成します。 

 

【知事部局】任命権者︓知事 
知事部局においては、平成 30 年８⽉に障害者雇用率の算定誤りが判明し、再点検を実

施した結果、法定雇用率を達成していなかったことから、令和２年度での法定雇用率達成

を目標とし、障がい者の雇用拡大に向けて取り組んでいます。 

法定雇用率の達成に向けた採用・定着状況は概ね順調に進んでいますが、障がいのある

職員の活躍のためには、更なる体制整備や各種取組について、継続的に取り組む必要があ

ると考えています。                  

 

【人事委員会事務局】任命権者︓人事委員会 

【議会事務局】任命権者︓県議会議⻑ 
【監査事務局】任命権者︓代表監査委員 

人事委員会事務局、議会事務局及び監査事務局は小規模な機関で、独自の採用活動は原

則⾏っておらず、知事部局との人事交流により人事配置をしています。現在は障がいのあ

る職員が在籍していないため、組織的な体制整備は特段⾏っていませんが、今後、障がい

のある職員が在籍することになる可能性を考慮し、より一層、障がい者雇用の推進に関す

る理解促進等に努める必要があると考えています。 

                  

令和２年４⽉１⽇  
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2．計画期間 
令和２年４⽉１⽇〜令和７年３⽉31 ⽇（５年間） 

 

３．目標 

（１）採⽤に関する目標 

【知事部局・議会事務局】 

 
【法定雇用率の推移】                （各年６⽉１⽇時点） 

 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年〜 令和６年 

法定雇用率 2.5％ 2.6％ 

実雇用率 1.25％ 1.81％ 〔目標〕法定雇用率以上 

不⾜数 54.0 人 29.5 人 － － － 
  ※議会事務局は、令和３年から新たに障がい者の雇用義務対象。「障害者の雇用の促進等に関する法律」 

第42条第１項に基づく特例認定を受け、令和４年からは、知事部局・議会事務局合算の数値目標。 

（評価方法） 

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき毎年実施する「障害者である

職員の任免に関する状況の通報」により把握・進捗管理を⾏います。 

 【人事委員会事務局・監査事務局】 

 
    現時点は、障がいのある職員は在籍していませんが、職員が事故等により障がい

を持つことになる可能性や人事異動で障がいのある職員が在籍することになる可

能性を考慮し、⽇頃から障がい者雇用の推進に関する理解を促進します。 

（２）定着に関する目標 

【知事部局・議会事務局】 

 
 安心して働ける環境づくりなどを通じて、本人の希望や個人的な事情以外の不

本意な離職を生じさせないよう努めるとともに、毎年、定着状況を把握します。 

◆ 毎年６⽉１⽇時点の法定雇用率以上の障がい者を雇用します。 

◆ 障がい者雇用の推進に関する理解を促進します。 

◆ 安心して働ける環境づくりなどを通じて、職場への定着を図ります。 

〔目標〕法定雇用率以上 
2.6％ 



3 
 

（評価方法） 

離職者については、プライバシーに配慮しながら可能

な範囲内で退職理由を確認し、安心して働ける環境づく

りなどが⾏われているかを検証します。 

 

（３）満⾜度に関する目標 

【知事部局・議会事務局】 

 
 

 

 毎年、障がいのある職員を対象に職場等の満⾜度に関するアンケート調査を実

施し、実態を把握するとともに、調査結果を分析し、各所属にフィードバックす

ることで、職場環境や業務内容等に対する満⾜度の向上、

職員の希望や適性に応じたキャリア形成に努めます。 

なお、計画初年度はアンケート調査により実態に関する

データを収集し、その後、具体的な目標設定を検討します。 

（評価方法） 

毎年、アンケート調査を実施して状況を把握し、分析するとともに、進捗管理

を⾏います。 

 

４．取組内容 

（１）障がい者の活躍を推進する体制整備 

① 組織面 

【各機関共通】 
○ 障害者雇用推進者を選任し、障がい者雇用を率先して推進します。 

 

 

 

◆ 職場環境や業務内容に対する満⾜度の向上、職員の希望や適性に応じたキ

ャリア形成に努めます。 

 

 



4 
 

【障害者雇用推進者】 

 知事部局 人事委員会 
事務局 議会事務局 監査事務局 

障害者雇用 
推進者 

総務部⻑ 事務局⻑ 事務局⻑ 事務局⻑ 

○ 令和２年7 ⽉までに、各機関の障害者雇用推進者の指名の下、人事、庁舎管理等

関係課の職員及び障がいのある職員を構成員とする「障がい者雇用推進チーム」を

設置し、毎年、障がい者活躍推進計画の実施状況の点検・⾒直し等を議題として協

議します。 

 

【知事部局】 

○ 各所属以外でも気軽に相談できる体制を複数整備している状況を継続し、職員に

広く周知します。 

 「障害者職業生活相談員」の配置 

     障がいのある職員の職業生活の相談や指導を所属以外の身近な場所で気

軽に受けられるよう、障害者職業生活相談員を本庁及び地方局に複数名配置。 

 「障がいのある職員相談窓口」の設置 

    障がいのある職員や職場からの相談に応じ、適切に対応するため、人事課

内に相談窓口を設置。 

 「健康相談室」の設置 

     産業医や臨床心理⼠、保健師等で実施している

「職員健康室」においても、働くうえで不安に感じ

る健康面や人間関係の悩みなど「からだと心の健

康づくり」のお手伝いを実施。 
※ 役割分担及び各種相談先については、人事異動等により変更が生じるため、定期的

に更新を⾏います。 

    ○ 上記の他、新規採用職員インストラクター等、既

存の仕組みも活用しつつ、障がいのある職員の近く

で共に業務を遂⾏している上司や同僚による相談・

支援体制の整備を進めていきます。 
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【人事委員会事務局・議会事務局・監査事務局】 
   ○ 現在、障がいのある職員が在籍しない又は少人数であるため、個別に障害者職業

生活相談員は設定していません。今後、選任義務が生じた場合には、速やかに選任

します。 
 

② 人材面 

【各機関共通】 
○ 障害者職業生活相談員に初めて選任された職員（選任予定の者を含む。）等で資

格を有していない職員については、愛媛労働局が開催する予定の

「障害者職業生活相談員資格認定講習」の受講を通じて、障がいの

ある職員から相談があった時に適切に対応できる専門知識を養い

ます。 

○ 障がいのある全ての職員が安心して職務に専念できることを目指し、障がいに関

する理解を深め、合理的配慮や障がい特性に応じた適切な対応ができるよう、各所

属の管理職等には、愛媛労働局が実施する「精神・発達障がい者しごとサポーター

養成講座」等研修会への参加を促すとともに、障がいのある職員が在籍している所

属管理職等と対応のノウハウや課題等について情報共有を図ることで、受け入れ側

となる職員の人材育成に努めます。 

 

（２）障がい者の活躍を推進するための合理的配慮の実施 

① 職務環境 
○ 基礎的環境整備として、障がい者が利用しやすい環境に配慮し、スロープや多目

的トイレの設置のほか、既存の和式トイレの洋式化等のバリアフリー化を進めます。 

○ 庁舎内のバリアフリー化については、障がい者雇用推進

チームを通じて障がいのある職員の意⾒や要望を踏まえ、 

検討します。 

○ バリアフリー化の整備状況や休養室の設置場所等につ

いて、職員に広く周知します。 
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○ 合理的配慮の提供義務を広く職員に周知し、障がいのある職員から支援機器導入

等の要望があった場合には、過重な負担にならない範囲で対応し、必要に応じて予

算化や既存予算の活用を検討します。 

○ 障がいのある職員に対して、人事担当者が個別面談

を実施し、必要な配慮等を把握し、継続的に必要な措置

を講じます。 

○ 業務マニュアルの作成や、障がい特性に応じた指導方法の工夫など、可能な範囲

で必要な措置を講じます。 

 

② 募集・採⽤ 
○ 一般職員のほか、事務補助や作業補助に従事する職員の募集を⾏うなど、障がい

特性に配慮した選考方法や職務の選定を工夫し、身体・知的・精神障がい者の積極

的な採用に努めます。 

○ 常時勤務による就労が困難な障がい者の⺠間企業等への就労を支援するため、県

の会計年度任用職員（チャレンジ職員）として雇用し、就労経験を積む機会を提供

する「えひめチャレンジオフィス」を設置・運営し、障がい者の積極的な採用に努

めます。 

○ 選考に当たり、障がい者からの要望を踏まえ、可能な範囲で受験時における合理

的配慮を⾏います。 

○ 募集・採用に当たっては、以下の取扱いを⾏わないこととします。 

・ 特定の障がいを排除し、又は特定の障がいに限定すること。 

・ 自⼒で通勤できることといった条件を設定すること。 

・ 介助者なしで業務遂⾏が可能といった条件を設定すること。 

・ 「就労支援機関に所属・登録しており、雇用期間中支援が受けられること」と

いった条件を設定すること。 

・ 特定の就労支援機関からのみの受入れを実施すること。 

・ 障がいがあることのみを理由に条件付採用の期間を 

一律に延⻑すること。 

 

 



7 
 

③ 働き方 
○ 障がいのある職員が安心し継続して通勤できるよう、障がい者手帳を保有する職

員がフレックスタイム制度を利用する場合は、通常、開始⽇の１週間前までに必要

な申告を前⽇までの申告で可能にするほか、勤務時間をより弾⼒的に割り振ること

で、⽇曜⽇及び土曜⽇に加えて新たに週休⽇を１⽇設けることが特別に可能にする

など、より柔軟な制度にしています。このことを職員に広く周知し、利用しやすい

雰囲気づくりに努めます。 

〇 また、希望⽇前⽇までに申し出ることで、理由によらず、早出・遅出勤務制度が

利用できます。 

○ 障がい者手帳を保有する職員が、医師の診断等に基づき、障がいに起因する傷病

の定期的な通院のため病気休暇を取得する場合は、⽇数に上限なく取

得できることとしています。また、年次有給休暇や病気休暇は時間単

位で取得可能です。各種休暇制度を広く周知し、短時間から取得しや

すい雰囲気づくりに努めます。 

○ 各種休暇の利用促進を図ることで、障がいと上手に付き合いながら勤務を継続し

やすい環境整備に努めます。   
 ※ 各種休暇制度の対象や⽇数は、任用形態により異なります。 

 

④ キャリア形成  
○ 障がい者枠で採用された会計年度任用職員（事務補助職員、特定業務職員）につ

いては、毎年、管理職が、中⻑期的なキャリア形成に関する本人の希望を面談等に

より把握し、任期終了後のキャリア形成に向けてサポートします。 

（例） 所属の管理職等が、一般事務職員採用試験（障がい者枠）の募集時期等を 

希望者に周知。 

○ ⺠間企業等への本格就労を目指す「えひめチャレンジオフィス」では、オフィス

マネージャーによる面談等を通じて、本人が描く将来像を定期的

に把握し、キャリアアップ計画書の作成により具体的目標を⾒え

る化することで、オフィス勤務後のステップアップをサポートし

ます。 
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⑤ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 
○ 各所属の管理職によるコミュニケーションアップ面談等を通じて、障がいのある 

職員と業務とのマッチングが適切かどうかを点検し、必要に応じて検討を⾏いま 

す。 
○ 人事担当者が、障がいのある職員及び所属の上司に

対する個別面談を実施し、業務の内容や量、業務遂⾏

にあたり困っていることなどについて確認を⾏い、必

要に応じて双方にフィードバックします。 

 

⑥ その他の人事管理 
○ 各所属の管理職によるコミュニケーションアップ面談等を通じて、障がいのある

職員の状況把握や体調に関する配慮を⾏います。 

○ このほか、各所属の管理職は、本人の希望や状況に応じて随時面談を実施します。 

○ 障がいのある職員からの要望があった場合には、合理的配慮の観点から、障がい

特性に配慮した支援や措置について検討します。 

○ 中途障がい者（在職中に疾病・事故等により障がい者となった者をいう。）につい

て、円滑な職場復帰のために必要な配慮を検討します。 

○ 障がいのある職員が「就労パスポート」を活用する場合を想定し、当パスポート

について事前に周知するとともに、本人の希望や承諾があっ

た場合には、就労支援機関等と障がい特性等についての情報

を共有し、適切な支援や配慮を講じます。 

 

５．その他 
○ 「国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（障害者

優先調達推進法）」の規定に基づき、障害者就労施設等からの物品及び役務の調達の

推進を図ることで、障がい者の活躍の場の拡大を推進します。 

○ 障がい福祉課が「愛媛県調達方針」を定め、全庁的に可能な限り幅広い分野からの

調達に努め、毎年度、調達実績を公表しています。研修会など様々な機会を活用して

各所属の意識啓発を図ります。 
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                          Ｒ4.4 改定 


